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８ 環太平洋ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ (ＴＰＰ)協定への対応について 

（内閣官房、内閣府、農林水産省、経済産業省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（背景）  

○  ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案及び関連法案が国会に提出され、協定
の発効に向けた国内手続きが現在進められている。本県においては、平成２
８年２月に第２回愛知県ＴＰＰ対策本部を開催し、国の「総合的なＴＰＰ関
連政策大綱」に位置づけられた施策展開を踏まえ、農林水産業の生産力強化
や中小企業の市場開拓支援を進めるなど、競争力の強化に向けて取り組んで
いる。  

○  今後、ＴＰＰ協定が発効した際、我が国では、食品などの輸入関税の引下

げで消費者に恩恵が見込まれるほか、輸出では自動車関連等で関税が引き下
げられるなどのメリットが考えられる。  

ＴＰＰが中小・中堅企業を始めとする我が国企業に十分に活用され、経済
再生、地方創生につながるものとするため、国による丁寧な説明や、企業の
商品開発・海外展開等に対する支援を継続・拡充する必要がある。  

○ 一方、農林水産業については、米、小麦で新たに国別枠が設定されるほか、
畜産物では段階的に大幅な関税削減が行われるなど、品目によってはＴＰＰ
による影響を強く受けることが懸念される。こうした中、国は平成２７年１
２月に公表した「農林水産物の生産額への影響について」において、体質強
化対策による生産コストの低減・品質向上や経営安定対策などの国内対策に
より、引き続き生産や農家所得が確保され、国内生産量が維持されるものと

【内容】 

(1) ＴＰＰ協定は、我が国の社会・経済に幅広く影響を及ぼし、

しかも、その影響は相当な長期に亘ることから、国民の不安や

懸念を払拭するため、国においては、地域の実情に応じた正確

かつ丁寧な説明・情報発信を行うこと。  

(2) ＴＰＰ協定により生ずる諸課題に対して、将来にわたり農林

水産業の振興が図られ、農林漁業者の持続的な経営が確保され

るよう、引き続き国は責任を持って万全の対策を講じること。 

(3) 特に、影響が大きい畜産分野については、畜産の収益力・生

産基盤を強化し、攻めの畜産業への転換を図るため、畜産・酪

農収益力強化整備等特別対策事業に要する経費について十分

な予算を継続して確保するとともに、名古屋コーチンを始めと

した県産ブランド畜産物の生産供給体制の整備に係る国の支

援を強化すること。  

 また、水田・畑作・野菜・果樹等の産地の生産力向上を図る

ため、産地パワーアップ事業等の予算を継続して確保すること。 

＜「産業首都あいち」＞  
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見込んでおり、平成２８年１月には、ＴＰＰ対策を含む補正予算が措置され
た。ＴＰＰによる影響は長期に及ぶことが想定されることから、農林漁業者

が希望を持って経営に取り組めるようにするため、国は地方の意見を十分に
聴きながら、引き続き責任を持って万全な対策を講じる必要がある。  

○  ＴＰＰの影響を受けて、畜産を取り巻く環境は厳しさを増すことが予想さ

れる中、畜産農家と関係業界が結集した畜産クラスターによる高収益型畜産
の実現のために、畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業による支援が必
要である。また、本県ではブランド化や生産性の向上を推進しており、名古
屋コーチンなどの優良種畜の生産供給体制の整備に「強い農業づくり交付金」
等の支援が必要である。  

○ ＴＰＰ対策として平成 27 年度補正予算で「産地パワーアップ事業」が創設

されたが、事業の継続期間や基金の積み増しについては未定とされている。
今後とも産地の高収益化に向けた取組を支援するためには、基金を積み増し

する予算を確保するとともに産地の生産力向上を図るための「強い農業づく
り交付金」の予算を確保する必要がある。 

 

（  参  考  ） 
◇  全国の農業産出額（平成 26年）と国による主な農林水産物の生産減少額の試算結果 

区  分  米  小麦  牛肉  豚肉  鶏肉  鶏卵  

農業産出額 (億円 ) 14,343 384 5,940 6,331 
(注 １ ) 

3,421 
5,109 

生産減少額（億円） 0 約 62 
約 311 
～  

約 625 

約 169 
～  

約 332 

約 19 
～  
約 36 

約 26 
～  
約 53 

◇  本県の農業産出額（平成 26 年）と全国順位  

区  分  米  小麦  牛肉  豚肉  鶏肉  鶏卵  

産出額（億円）  250 8 95 276 
(注 １ ) 

42 240 

全国順位  21 7 19 7 23 6 

（注 1） (鶏肉の産出額 )=(鶏の産出額 )－ (鶏卵の産出額 ) 

◇  国の水田・畑作・野菜・果樹等関連事業に係る措置状況  
事  業  名  予算額  備  考  

産地パワーアップ事業  505 億円  27 年度補正  

強い農業づくり交付金  208 億円  28 年度当初  

◇  国の畜産関連事業の措置状況  

事  業  名  予算額  備  考  

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業  610 億円  27 年度補正  

畜産・酪農生産力強化対策事業  30 億円  27 年度補正  

強い農業づくり交付金  208 億円  28 年度当初  

◇  名古屋コーチンのひな出荷実績及び目標  （単位：千羽）  

年  次  23 24 25 26 27 37年目標※  

肉  用  837 902 960 932 925 1,400 

卵  用  66 101 97 102 101 150 

計  903 1,003 1,057 1,034 1,026 1,550 

※愛知県鶏等改良増殖計画  


